
NO.
補助
単独

事業名 事業概要（目的） 事業費（実績） 交付金充当額 事業期間 実施内容（R6.7.31時点） 成果及び評価 担当課

1 単
暮らしを応援物価高騰
支援給付金給付事業
【低所得世帯給付金】

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこ
とで、低所得の方々の生活を維持する。

211,412,655 205,112,655 R6.2～R6.7

物価高騰の影響が長期化する中、様々な困難に直面
した生活困窮者等が、速やかに生活・暮らしの支援
を受けれるよう低所得世帯等を対象に給付金を給付
した。

・R5住民税非課税世帯　7万円  2,973世帯

対象世帯に給付金を給付することで、物価高騰の影
響の大きい住民税非課税世帯対し、生活の支援を図
ることができた。

健康福祉部

社会福祉課

2 単

暮らしを応援物価高騰
支援給付金給付事業
（均等割りのみ課税世
帯）

物価高騰の影響が長期化する中、様々な困難に
直面した生活困窮者等が、速やかに生活・暮ら
しの支援を受けれるよう低所得世帯等を対象に
給付金を給付する。

92,388,905 92,388,905 R6.2～R6.6

物価高騰の影響が長期化する中、様々な困難に直面
した生活困窮者等が、速やかに生活・暮らしの支援
を受けれるよう低所得世帯等を対象に給付金を給付
した。

・R5住民税均等割世帯　8万円   924世帯

対象世帯に給付金を給付することで、物価高騰の影
響の大きい住民税均等割世帯に対し、生活の支援を
図ることができた。

健康福祉部
社会福祉課

3 単

暮らしを応援物価高騰

支援給付金給付事業(こ

ども加算分)

物価高騰の影響が長期化する中、様々な困難に
直面した生活困窮者等が、速やかに生活・暮ら
しの支援を受けれるよう低所得者の子育て世帯
に対し給付金を給付する。

22,331,172 22,331,172 R6.2～R6.6

暮らしを応援物価高騰支援給付金の対象世帯（非課税世
帯・均等割のみ課税世帯）のうち、１８歳以下の児童を含

む世帯の児童1人あたり5万円を支給した。

・対象世帯　231世帯　対象児童415人

 物価高騰等により生活に支障が生じている低所得の

子育て世帯に対して、適切な経済的支援を届けるこ

とができた。

健康福祉部
児童家庭課

4 単

暮らしを応援物価高騰

支援給付金給付事業(被

扶養世帯)

物価高騰が長期化する中、低所得世帯への支援
を行うことで、低所得の方々の生活を維持す
る。

31,150,000 21,770,000 R6.2～R6.5

物価高騰の影響が長期化する中、様々な困難に直面
した生活困窮者等が、速やかに生活・暮らしの支援
を受けれるよう低所得世帯等を対象に給付金を給付
した。

・R5被扶養世帯　7万円  445世帯

対象世帯に給付金を給付することで、物価高騰の影
響の大きい被扶養世帯に対し、生活の支援を図るこ
とができた。

健康福祉部

社会福祉課

5 単
粗飼料価格高騰対策支
援事業

物価高騰が長期化する中、飼料高騰やエネル
ギー価格高騰等により被害をうけている畜産農

家に対する経営支援(粗飼料)をするため、給付金
を給付する。

30,522,000 21,240,000 R5.12～R6.2

令和5年10月1日時点で畜産経営を行っており、かつ
畜産経営を継続する農業者に対し、家畜の種類に応
じた単価を飼養頭数に応じて支援した。

実績：乳用牛　　　444頭　11,988千円

　　　和牛繁殖牛　750頭　 8,250千円

　　　和牛子牛　　591頭　 2,364千円

　　　和牛肥育牛　720頭　 7,920千円

畜産経営を継続する農業者に対し、粗飼料費の経費
補助を実施することにより、生産継続に対する支援
を図ることができた。

農林水産部

畜産課

6 単 水道基本料金免除事業
物価高騰が長期化する中、支障を生じている生
活者及び事業者に対して、公共料金の負担軽減
を図るため、水道基本料金を免除する。

43,174,340 42,000,000 R6.1～R6.3

令和5年12月から令和6年1月までの期間において、郡
上市と給水契約を締結している世帯及び事業者に対
し、水道基本料金を免除した。（但し、官公署を除
く。）

原油価格・物価高騰の影響を受けた世帯及び事業者
の経済的負担を軽減することができた。

環境水道部
水道総務課

7 単
水道未契約世帯への支
援事業

物価高騰が長期化する中、支障を生じている生
活者のうち水道基本料金免除事業に該当しない
世帯に対しても、井戸等他水源の維持管理費用
分が発生していることから負担軽減を図るた
め、水道基本料金相当分の現金を支給する。

1,063,920 1,000,000 R6.1～R6.3

基準日において、市内に住民票を有し、自己水源
（井戸水、山水など）のみを使用している世帯に一
般家庭の水道基本料金相当分を給付した。

基準日　令和6年1月1日

・対象　403世帯　2,640円

原油価格・物価高騰の影響を受けた世帯の経済的負
担を軽減することができた。

環境水道部

水道総務課

432,042,992 405,842,732
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